
A．研究目的 

1996年3月に非加熱血液凝固因子製剤による薬害

HIV感染血友病等患者（以下、薬害HIV感染被害

者）と国とが和解したことを契機に、薬害HIV感染

被害者の生涯に渡る十分な診療を支援するため、医

療体制の整備が始められた。HIV感染症への治療の

進歩によって、患者の生命予後は大幅に改善した。

しかし、近年では高齢化に伴う合併症の問題や血友

病関連の関節障害の問題など、生活の質の低下が重

要な課題としてあげられている。特に薬害エイズ事

件を体験した薬害HIV感染被害者は、治療法のなか

った時代に経験した死の恐怖、身近な仲間の死、医

療不信、社会から向けられる差別・偏見に苦しむ等

のトラウマ体験を抱いていることが多く、メンタル

ヘルスの向上を目指した早急な対処が求められてい

る。しかし、地域社会と距離を取って社会的引きこ

もり状態に陥っている患者も少なからず存在してお

り、継続的な心理的支援を行えていないのが現状で

ある。よって、心理的な支援が一人でも多くの患者

に行き届く体制を整備することが課題となってい

る。また、カウンセリング制度発足当初より、患者

の身体状況・精神状態も高齢化に伴い変化している

と考えられる。 

B．研究方法 

研究1 

2018年4月～2019年3月における、HIV患者数

（カルテ数）、HIV/AIDS治療に携わっているカウ

ンセラー名、担当カウンセリング数、年間総面接回

数、病院での業務内容、今後の課題について調査を

行った。 

研究2 

研究2では本研究に関係するカウンセラーに技術

の標準化を目的とした多職種カウンセリング研修会

を2回開催しその内1回は血友病薬害被害者の救済

医療の実践を念頭に講演とシンポジウムを実施し

た。 

平成29～令和元年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）

122

平成29年ならびに30年度に計画した3件の研究のまとめの年度として研究を行なっ

た。研究１としてカウンセリングの実態についてアンケート調査を行った。現在集計

を終え、解析を実施し公表の準備を行なっている。研究２として本研究に関係するカ

ウンセラーに技術の標準化を目的とした多職種カウンセリング研修会を２回開催しそ

の内1回は血友病薬害被害者の救済医療の実践を念頭に講演とシンポジウムを実施し

た。研究３では定期通院する薬害エイズ患者で、本研究への協力に同意が得られた者

に対しA. カウンセリングのイメージに関するインタビューB. 1回50分のカウンセリン

グ計6セッションへの参加が開始となっている。初回カウンセリング開始前と各セッシ

ョン終了後における精神面評価の為の質問紙（POMS2短縮版）への回答、及び6セッ

ション終了後のインタビュー（以下、面接後インタビュー）全ての参加、の一方又は

双方を行ったデータの集計、および質的・量的な解析を実施している。今後、得られ

た結果を学会や論文で発表していく予定である。 
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研究3 

全国8ブロック拠点病院及びACCに定期通院中の

薬害HIV感染患者全員（n=195）をリクルート対象

とした。対象者は自由意思により研究協力形態（単

回、複数回）を選択した（図1）。介入前面接で

は、カウンセリング活用歴（定期・不定・過去・な

し）、カウンセリングへのイメージ、研究協力動機

を、介入後面接ではイメージの変化を尋ねた。対象

者は活用歴と研究協力形態により8群に群分けされ

た（図2）。複数回群の研究プロセスは同一カウン

セラー（研究協力者）により実施された。面接は録

音され、逐語データの匿名化が行われた。分析方法

は①活用歴別の介入前面接の内容比較、②介入前後

の面接内容の比較、③POMS2短縮版の経時的変化

であった。研究登録期間は2018年2月～2020年3月

であった。 

C．研究結果 

研究1 

全国的に平均1人前後の雇用であった。HIV診療

拠点病院は総合病院がほとんどであり、多種多様な

業務を担っているうえ、カウンセリング回数の一人

当たりの平均が100～300回台の施設が多いことを

考慮すると、1施設1人のカウンセラー雇用では不

足している状況にあることが推察された。またHIV

患者に対する相談、心理検査等はもちろんのこと、

各種会議や講義、学会発表、更には他疾患の対応、

メンタルヘルス、各種委員会の参与など、カウンセ

ラーの役割は非常に多岐に渡ることがわかった。各

ブロック内全体の臨床心理士数と比較すると、HIV

診療に携わるカウンセラーは、割合の高いブロック

で全体の2％と、非常に少ないと言わざるを得な

い。HIV診療自体が一極集中している地域もある中

ではあるが、公認心理師をはじめとする心理職に対

して、薬害の現状も含め、HIV領域の周知を研修会

などで広報する必要があると思われた。なお、公認

心理師を取得または取得予定のカウンセラーは全国

的に高い割合を占めていた。今後診療報酬請求に関

わってくる可能性があることが背景にあると推察さ

れた。 

全国の都道府県、政令都市に対し、派遣カウンセ

リング制度の実施の有無とその内容についても調査

しており調査結果に関しては医療体制班のホームペ

ージに掲載する予定である。 

研究2 

令和元年度は令和元年10月21日に田中美里先生

（国立国際医療研究センター）に「糖尿病の基礎-

看護とケア-」、古井由美子先生（愛知医科大学病

院こころのケアセンター）に「糖尿病患者の心理的

支援 」と題して講演をいただいたのち事例検討を

行った。 

令和2年2月2日には、小島賢一先生（荻窪病院）

から「これからの血友病の治療と心理支援の可能

性」の講演をいただき、三木浩司（小倉記念病院）

より「薬害エイズと心理臨床：本研究班の活動の背

景と意義」として報告を行ったのち「薬害エイズ被

害者の心理支援を考える-それぞれの地域における

現状と課題-」と題して、研究を通しての薬害HIV

感染被害者へのかかわりについてシンポジウムを実

施した。 

研究3 

1） データ回収状況 

2020年1月25日時点での各施設における研究参加

者登録状況は、表1の通りであった。尚、本報告書

においては、2019年9月までに回収したデータ（複

数回群5例、単回群48例）を用いて質的分析を行っ

た結果を以下に記述した。 
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2）結果 

（1）介入前後におけるカウンセリングへのイメージの

質的変化（主要評価項目） 

「プライベートや内面に関わる話題を扱うことが

どういうことか理解し始めた」、「チーム医療の一

員としての動きが役に立っていた」、「人生を振り

返る機会になった」等、対象者それぞれが体験を通

して新たなカウンセリングイメージを抱いた様子が

明らかとなった。 

（2）介入による気分バランスの経時的変化率（副次評

価項目） 

来年度、更にデータが集まった段階で分析を開始

する予定である。 

（3）研究対象者に共通する要素 

本研究における評価項目とは別に、データ中に表

れた研究対象者の背景・心情を読み取る上で不可欠

と考えられた、重要項目を以下に記載した。 

a）疾患特有の状況 

本研究の中断例は3例であったが、その理由は

「急な容態の悪化」、「大きな手術を控えている」

といった、血友病による身体状況の変化によるもの

であった。また、カウンセラーにチーム医療の一員

としての動きを期待する内容があったことは、対象

者にとって医療（身体疾患の治療）が生活の重要な

一側面である故と推察された。 

b）研究協力姿勢 

非常に協力的な研究協力姿勢を示す対象者が多か

った。その背景として、研究協力への対価として医

療上・生活上の保障を享受しているという認識があ

った。また、「普段お世話になっている医療者に恩

返しがしたい」、「若い人達の為に今後も保障が必

要、その為には研究協力が必要」、「カウンセリン

グの研究は血友病、HIV以外の疾患の人達、医療以

外の教育分野といった幅広い分野で役に立つ」とい

った他者の為という動機が多く語られた。そして、

「薬害を知らない若い人達に歴史を伝えて、二度と

繰り返して欲しくない」という切実な思いが多くの

協力者の語りの中に表れていた。 

c）プライベートな話題をフォーマルの場で扱われる

ことへの抵抗感（フォーマルな場で心理専門家に会

うことへの抵抗感） 

「医療者＝助言・指導する立場、患者は助言・指

導を受ける立場」といった医療モデルを前提として

カウンセラーを捉えた場合、「カウンセラーに会

う＝精神面（内面のデリケートな部分）に関する助

言・指導を受けること」という図式となり、より抵

抗感が強まったものと考えられた。また、「周りか

ら精神科患者として見られてしまうのでは」といっ

た懸念、「個人的な話をするなら病院以外の場がい

い」といった要望等が、医療現場におけるカウンセ

ラーへのアクセスのしづらさに繋がっていたと考え

られた。あるいは、トラウマへの対処という観点か

らは、「カウンセラーと共に内面を扱う」という体

験が、自身の現在・今後の生活に与えるかもしれな

いインパクトの大きさを懸念し、カウンセリングの

機会を意図的に回避し、「内面に触れない、触れさ

せない」ことによって自身の心を守ってきたとも推

察された。 

d）活用歴の有無による元々のカウンセリングイメー

ジの違い 

実際にカウンセリングの活用歴があった対象者は

異口同音に「役に立った」、「最初はよくわからな

かったが段々どの様に活用すれば良いかわかってき

た」と体験に基づく良いイメージを語る傾向にあっ

た。一方、活用歴なしの場合は「敷居が高い」、

「役に立たなかった」、「一般的には必要とする人

はいると思う」、「そもそもカウンセラーがいるこ

とを知らなかった」、「情報漏洩が怖いのでプライ

ベートな内容を話したくなかった」等、活用に際し

てハードルがあったと推察された。 
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表1　研究協力施設別の登録状況(2020年1月25日時点）



3）考察 

本研究における一連の活動が、カウンセリングの

周知になった。また、研究という病気・問題以外の

合う目的が出来たことで、カウンセラーに会いやす

くなったと考えられた。一度会って上手く繋がれ

ば、カウンセリングの実際を理解してくれる患者が

増えるかもしれず、その人達が今度は他の人に勧め

ることにより、活用者の拡大に繋がることが期待さ

れた。 

4） 限界 

研究手続き上の限界として、長期療養を見据えた

カウンセリング導入が目的であり、患者とカウンセ

ラーの間の柔軟な変化を期待したことから、インタ

ビュアーとカウンセラーが同一人物であることを制

限しなかった。この為、客観性の担保がしづらくな

った。 

積極的に個人的な話題を丁寧に話す対象者がいた

一方で、受け身的で発話が少ない人も少なくなかっ

た。その人達の言語化されていない心情を分析過程

でいかに引き出していくかが、今後の課題であると

考えられた。 

全6回のカウンセリング体験を、実臨床における

カウンセリングと同義に捉えていたかについては検

証の必要があった。 

複数回群におけるPOMS2の感想として、「暗記

してしまった」との声もあり、介入効果を見る上で

は適さない可能性が考えられた。一方、数値上大き

な変わりがないことは、少なくとも介入の有害性の

なさを示唆していた可能性もあった。また、「自分

が変わらないということを客観的に見る上で役に立

った」という意見もあり、量的には表れない効果が

質的分析によって示唆される可能性が考えられた。 

5）今後の展望 

本研究はカウンセリングの導入を目的とした為、

研究後にどの程度、継続的な関わりに繋がったかに

ついては、検証が必要である。これは、研究1の薬

害患者対応人数の集計数の比較により、今後検証出

来ると考えられる。 

施設毎に協力形態のばらつきに違いが生じてい

た。その要因として、施設毎のカウンセリング体制

や歴史的背景の違い等が影響した可能性がないかを

検証することは、今後の課題である。 

最後に、今回多くの研究協力者から、歴史におい

て大変貴重な語りをデータとして提供頂いた。今

後、研究成果を今後の心理支援のみならず、薬害を

知らない若い世代への教育に資するものとして活用

していく方法を検討し、真摯に分析を続けていく。 

E．結論 

研究1から研究3の実施によって、心理士の状況

把握、教育研修、カウンセラーの介入による効果の

評価を行ったことで、薬害HIV感染被害者に対する

メンタルヘルスの向上に死することができたと考え

る。 

F．健康危険情報 

なし 

G．研究発表 

なし 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1.　特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし
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